



は、Globalization and its discontents（邦訳『世界
を不幸にしたグローバリズムの正体』鈴木主税訳、
徳間書店、2002年）のなかで、政府介入を避けて
市場の効率性に任せることがもっとも望ましい政
策であるというオーソドックスな経済学的な発想
を、開発経済学に持ち込むことへの疑問を投げか
けている。経済学者が標準的なモデルと考えてき
た完全に競争的な市場自体が成り立ちにくいこと
を前提にすれば、そこから出てくる結論には疑問
視せざるを得ない。スティグリッツが特に批判的
であるのはIMFの政策についてである。
本号収録論文では、吉沢昌泰「ワシントンコン
センサスと開発」『広島経済大学経済研究論集』26
巻１号が、スティグリッツを多く引用しながら、
IMF・世界銀行・アメリカ財務省のいわゆるワシ
ントン・コンセンサスが、開発途上国へ不適切な
政策処方をもたらす可能性を指摘している。
一方、わが国を代表する開発経済学者の一人で
ある原洋之介教授（東京大学）は、現代経済学で
は、普遍性を強く指向し多元性を拒む新古典派経
済学の限界が強く認知され、それに対して、非協
力ゲーム理論に基づく市場経済の理解が進むなど
のパラダイム・シフトが起きていると指摘し、経
済史観においても多元的経済史観の展開が可能に
なってきていると指摘する（『アジア型経済システ
ム－グローバリズムに抗して』中公新書、2000年）。
このように、開発経済学は、従来の近代経済学に
支えられた普遍的な経済発展のアプローチから、
多元的な展開に目を向けるようになっている。
本学の山崎幸治経済学部教授は、「開発経済学は
いま何を問題にしているか」『経済セミナー』2003
年７月号、の結論部分において、「発展途上国は、
その厳しい現実ゆえに、人や組織が直面するさま
ざまな制約要因が、より極端な形で現れる場所で
ある。その事実を「臨床医学」的視点から直視す
ることで、開発経済学は経済理論を進歩させなが
ら、処方箋を見いだす努力を続けているのである。」
と結んでいる。なお、経済セミナーの本号は「開
発経済学の新潮流」という特集となっており、他
にも注目すべき論文が掲載されている。
近年では、わが国における財政赤字の拡大の影
響などによって、開発援助はどちらかといえば批
判的に扱われ、予算的には縮小される方向にある。
そうした状況を受けてか、開発援助の効果やその
あるべき姿を問う研究成果も目を引く。
大林守「経済援助は成長促進的か？」、『商学研
究年報』（専修大学）28号、は援助の有効性につい
てのこれまでの諸研究を展望している。その結論
は、諸論文のなかには援助の有効性を疑う内容の
ものもあるが、それは実証研究における分析対象
国のサンプル数の問題であり、「援助効果は存在し、
有効なマクロ政策は成長に寄与するが、援助効果
の存在自体に有効なマクロ政策が必要条件ではな
い」（28頁）と指摘する。
また、吉川直人「日本政府開発援助擁護拡大
論－ODAと安全保障」『経済学論纂』（中央大学）
43巻5・6号、は安全保障の観点からのODAの拡大
について積極的に論じている。わが国独自の安全
保障政策としてODAを活用することは有益であ
り、そのためにも安易なODAの縮小は望ましくな
いと考えている。
アジ研トピックリポートNo.50『アジアにおける
社会的環境管理能力の形成－ヨハネスブルグ・サ
ミット後の日本の環境ODA政策』は、環境管理能
力の向上をめざしたわが国のODA政策の展開につ
いて展望し、また各国における効果について分析
した一冊である。
なお、援助活動についてはNGOの働きも重要で
ある。大芝亮「国際NGOの理論的分析－国連、世
界銀行、トランスナショナル・ネットワーク」は、
NGOが国際関係のアクターとして注目される理由
や国連やその他の世界機関との間の連携について
も解説されている。
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